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025　フィリピン人権委員会
高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書の
全体的枠組み、構成、および指針となる原則に関する意見
2026年4月30日

はじめに

1. フィリピン人権委員会[footnoteRef:1]（以下「委員会」または「CHRP」）は、高齢者の人権の促進と保護に関する法的拘束力のある文書の策定に向けた無期限政府間作業部会（IGWG）に対し、意見を提出する。CHRPは、全国高齢者委員会と協力し、2026年4月29日から30日にかけて、フィリピンのケソン市およびオンライン（Zoom）にて、高齢者、市民社会組織、学界、および国家政府機関との協議[footnoteRef:2] を開催した。本協議は、高齢者の人権に関する国際的な法的拘束力のある文書（LBI）の構成要素に関する提言について、高齢者、その代表組織、市民社会、および政府との間で、構造化され、包括的かつ有意義な参加と対話を実現するものであった。  [1:  フィリピンの国内人権機関（NHRI）として、当委員会は、1987年フィリピン憲法およびその他の法律に基づき、国内外のすべてのフィリピン人の人権と人間の尊厳を保護・促進するという使命を付与されている。 パリ原則は、NHRIに対し、これらの機能を遂行するための権限を付与するとともに、人権状況や侵害を定期的に監視し、これについて報告を行い、すべての人々の人権の実現と尊厳を促進するための措置を提言する責任を負うことを求めている。当委員会は、国内人権機関世界連合（GANHRI）の認定小委員会から「A」ランクの認定を受けている。]  [2:  高齢者および市民社会組織：移住者支援センター（Center for Migrant Advocacy）；高齢者サービス連合（Coalition of Services of the Elderly, Inc. (COSE)）；フィリピン高齢者協会連合（Confederation of Older Persons Associations of the Philippines (COPAP)）；元フィリピン人権委員会（CHRP）委員カレン・S・ゴメス＝ダンピット氏；国立衛生研究所（フィリピン大学マニラ校）高齢化研究所； 正義と開発のための全国高齢者問題協議会；フィリピン人権擁護者同盟（PAHRA）；社会の周縁化された層の権利と平等を推進する会（PRISM）；高齢者のための高齢者協会；動く高齢者協会；パラ・サ・バヤン高齢者協会；団結と進歩的労働者センター（SENTRO）； 聖アルノルド・ヤンセン平信徒協会（LSSAJ）；フィリピン大学人権研究所；ルクセンブルク大学からの客員博士研究員、非正規雇用の女性：グローバル化と組織化協会（WIEGO）
行政機関／国家政府機関：公務員委員会（CSC）；保健省（DOH）；内務地方自治省（DILG）；法務省（DOJ）；労働雇用省（DOLE）；移民労働省（DMW）；通商産業省（DTI）； 国家貧困対策委員会（NAPC）－高齢者部門代表；国家先住民委員会（NCIP）；
国家障害者問題評議会（NCDA）；外務省（DFA）；フィリピン女性委員会（PCW）；大統領人権委員会事務局（PHRCS）； 
立法府：ミラグロス・マグサイサイ下院議員（連帯する高齢者党候補者）] 


2. 本協議の成果、および委員会の関連声明、論文、報告書、提言は、IGWGへの本提出文書の主要な情報源である。後続の各節に反映された提言は、本協議の要約であり、完全な文書は適宜公開される予定である。本協議の完全な記録およびその議事録は、委員会が提示したLBIの要素についてさらに説明するために必要な、委員会の内部作業文書として機能する。

3. また、委員会は、2026年4月22日に提出された「国内人権機関世界連合（GANHRI）」の意見書[footnoteRef:3]の作成にも寄与しており、高齢者権利グローバル連合（GAROP）が公表した「高齢者の人権に関する新たな法的拘束力のある文書（LBI）の概念的枠組み、基礎となる原則および想定される範囲」[footnoteRef:4] を、LBIの一般的な枠組み、構成、および指針となる原則に関する議論における主要な参照資料と見なしている。  [3:  各国人権機関グローバル・アライアンス（GANHRI）による人権擁護官制度（HROP）に関するIGWGへの意見書（2026年4月）、https://ganhri.org/wp-content/uploads/2026/04/GANHRI-Input-IGWG-on-HROP_April-2026.pdf ]  [4:  GAROP、概念的基礎と範囲に関する討議資料（2026年1月）、https://rightsofolderpeople.org/wp-content/uploads/2026/02/GAROP-DISCUSSION-PAPER-on-CONCEPTUAL-BASIS-AND-SCOPE-FINAL-30-Jan-2026.pdf ] 


I. 包括的枠組み

4. 本法的拘束力のある文書（LBI）は、その策定、実施、監視、評価という全プロセスにおいて、高齢者の参加、その声、および経験を中心とすることを当初から提唱すべきである。自律を促進し、高齢者を権利保有者として認めるのは、本質的にエンパワーメントの枠組みである。高齢者の人権は生来の、生まれながらの権利であり、付与されるものでも、インセンティブとして扱われるものでもない[footnoteRef:5]。生活全般に関するあらゆる審議への高齢者の参加と包摂は必須である。  [5:  高齢者や権利擁護活動家たちは、フィリピンにおける社会福祉プログラムやサービス（現地では「アユダ」と呼ばれる）の現在の配分システムに対して批判的である。なぜなら、高齢者や援助を受ける人々は単なる「受給者」として扱われ、政府が支援を提供してくれることに感謝すべきであるかのように見なされているが、実際には、これは国家の基本的な義務だからである。これらの福祉プログラムやサービスのための財源は、納税者の税金から賄われている。 ] 


5. 既存の人権および労働権に関する国際条約・基準、ならびに地域的人権条約は、高齢者の人権に関するLBIの基盤である。LBIは、これらの国際的・地域的人権条約において既に保障されている権利の保護を縮小してはならないが、包括的かつ普遍的なレベルで、その改善や欠落・限界への対処は可能である。すなわち、LBIは世界のあらゆる地域にまたがり、すべての高齢者の人権の促進と保護を網羅する。 

6. この枠組みは、エイジズム（年齢差別）および年齢を理由とする差別が、市民的、政治的、経済的、社会的、文化的権利に与える影響を明確に示さなければならない。その権利には、生活の質、尊厳、ウェルビーイング、権利と自由の完全な享受、デジタル権利、ならびに暴力、虐待、ネグレクトからの保護が含まれる。持続可能な開発への権利、健康な環境への権利、人権と気候変動、人道保護といった第三世代の権利も、LBIに組み込まれるべきである。 

7. 世代間関係または世代間連帯を枠組みの一部に組み込むことが推奨される。異なる「年齢層」間のこの相互支援は、高齢者の人権に対する生涯アプローチ（life-course approach）（「ゆりかごから墓場まで」）およびPANEL原則の論拠を実際に強化し得るからである[footnoteRef:6]。高齢者を定義する際には、加齢を構築物として捉え、平均余命の差異、態度面、および文脈の違いを考慮すべきである。この定義は、LBIの構造や枠組みの下で明確に策定されるべきである。  [6:  協議の参加者たちはまた、PANELの原則、すなわち「参加（Participation）」「説明責任（Accountability）」「無差別と平等（Non-discrimination and equality）」「エンパワーメント（Empowerment）」「合法性（Legality）」を挙げた。 ] 


8. また、LBIにおいては（偏狭な視点ではなく包括的に）交差性も認識されるべきである。そこでは、多様な経験に関するエビデンスを伴った理解の下で高齢者の多様性を認識する。その多様な経験とは、人種、先住民としてのアイデンティティ、民族、宗教または信条、政治的またはその他の意見、国籍、民族的または社会的出身、国籍、経済的地位（公式および非公式経済の両方）、 出生その他の身分、性的指向、性自認および性表現、および性徴などである。なお、これらは差別の根拠となってはならない。 
 

II. 基本原則

9. 差別禁止は、LBIの基盤となるべき基本原則である。高齢者にとって、尊厳と自尊心を維持することは不可欠である。なぜなら、社会やコミュニティによって（あるいはその内部で）常態化されている差別により、彼らはしばしば主体性の喪失、資源の喪失、そして力の減退を経験してきたからである。この差別禁止の原則は、マズローの欲求階層説とも関連している。ある欲求（例：経済的権利）を他の欲求（例：市民的・政治的権利）よりも過度に重視することは、自律や独立といった高齢者の自己実現に影響を及ぼす[footnoteRef:7]。 [7:  アブラハム・マズローによる欲求の階層：生理的欲求、安全の欲求、愛と帰属の欲求、尊重の欲求、自己実現の欲求。協議では、社会がしばしば身体的・経済的ニーズに過度に焦点を当てがちである一方、高齢者にも自己実現のニーズがあることが強調された。] 


10. 社会的保障、定年後の就労権、組織の権利、生涯学習は、実質的な権利であり、LBIに反映されるべきである。現在、各国の法律や政策によって定義される定年年齢に関しては、世界中でばらつきや格差が存在する。したがって、LBIはこれらの差異に対処するための共通の基盤を見出すべきである。労働権に関連して、合理的配慮や積極的格差是正措置、あるいは雇用機会均等（「障害者権利条約（CRPD）」[footnoteRef:8] から借用した概念）といった概念と実践があり、これらは高齢者の状況にも適用可能である。しかし、労働権に関連するこれらの実質的権利は、高齢者の正規の労働力のみを対象としている。したがって、LBIには、インフォーマル経済における高齢者の権利も盛り込むべきである。高齢者は、契約、固定給与、年金や退職給付を伴う雇用にのみ適用される既存の社会保護メカニズムの対象外であるため、社会的または法的に定義された定年年齢を超えて「拡張された自営業」の状態に留まっている。 [8:  障害者権利条約、第2条、2006年12月12日。https://www.ohchr.org/en/instruments-mechanisms/instruments/convention-rights-persons-disabilities ] 


11. アクセシビリティには、保健、福祉プログラムおよびサービス、移動・交通、インフラ、技術（機器）などが含まれる（これらに限定されない）。例えば、物理的なアクセシビリティには、すべての人へのアクセスを制限しないよう施設を再設計することが必要となる。ここでもCRPD（障害者権利条約）から「ユニバーサルデザイン」の概念を借用する。これは、「調整または特別な設計を必要とすることなく、最大限可能な範囲で全ての人が利用することのできる製品、環境、計画及びサービスの設計」と定義されている[footnoteRef:9]。 LBIは、すべての高齢者が障害を持つわけではなく、またすべての障害者が高齢者であるわけではないことを説明すべきである。この文脈において、交差性と生涯アプローチとの関係は極めて重要である。  [9:  同上。] 


12. LBIでは、ICESCR（経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約）で定義される健康の権利を拡大することについて検討すべきである[footnoteRef:10]。健康の権利および医療は、AAAQ（利用可能性、アクセシビリティ、受容できること、質）を確保するだけでなく、人道的で、思いやりがあり、尊厳を保ち、かつタイムリーであるべきである。健康の権利は、長期ケア、緩和ケア、そして尊厳ある死を含むことができる。  [10:  経済的、社会的および文化的権利に関する国際規約第12条、1966年12月16日、https://www.ohchr.org/en/instruments-mechanisms/instruments/international-covenant-economic-social-and-cultural-rights ] 


13. 終末期ケアや尊厳ある死は、文化、家族、宗教的信念体系、さらには法律や政策の影響を受けるデリケートなテーマである。高齢者の自律は、「最善の利益」の判断よりも優先されるべきである。この「最善の利益」アプローチは「子どもの権利条約（CRC）」の枠組みと同様である[footnoteRef:11]。「最善の利益」の考慮は、自律が行使できない場合にのみ適用されるべきであり、「最善の利益」が選ばれる場合の条件は列挙されるべきである。生命維持のための「最善の利益」には、末期患者（高齢者だけに限定されない）、精神保健上の配慮、および権利の拡張的解釈（progressive reading of rights）が含まれる。生活の質と生命権の維持は依然として中心的な課題である。いずれにせよ、LBIは、この問題に関する各国の法律や政策の指針となり得る、高齢者の人権に関する最低限の国際基準を確立することができる。  [11:  子どもの権利条約（CRC）第3条1項：「公的または私的な社会福祉機関、裁判所、行政当局、または立法機関によって行われる、児童に関するあらゆる措置において、児童の最善の利益が第一に考慮されなければならない。」 https://www.ohchr.org/en/instruments-mechanisms/instruments/convention-rights-child ] 


14. LBI は、国家および家族や地域社会を含む非国家の義務を規定すべきである。フィリピンなどの一部の国では、1987 年のフィリピン憲法が、高齢者に対する家族の義務を定めている。「家族には高齢の家族を養う義務があるが、国家も公正な社会保障プログラムを通じてこれを行うことができる。」[footnoteRef:12] LBIは、国家および非国家に対し、高齢者の人権を侵害しないよう義務を明示的に定義することで、保障や措置を提供することができる。   [12:  1987年フィリピン憲法、第XV条、第4項。] 


III. 枠組み

15. LBIの前文は、人権の普遍性、不可分性、相互依存性の原則を明言することから始め、これらの原則が高齢者を含むすべての人に適用されることを明記すべきである。前文の文言には、生涯アプローチ、高齢者の自律、高齢者の人権を保護、尊重、実現する国家の義務、および国家および非国家の義務の履行における人権に基づくアプローチ（PANEL）の活用の認識を含めることができる。

16. LBIの前文においては、世界的な人口の高齢化、アクティブで健康的な高齢化を促進するための進展、および高齢者が社会にもたらす積極的な貢献を認めるべきである。こうした肯定的な側面を挙げる一方で、前文では、高齢者の権利の促進と保護を十分に実現するための国際人権法における既存の規範的欠点を認識するとともに、市民的・政治的権利および経済的・社会的・文化的権利に影響を及ぼす、広範なエイジズムや年齢による差別について懸念を表明すべきである。 LBIは、現行の国際人権条約および労働の権利に関する条約[footnoteRef:13]ならびに地域的人権条約を基盤としており、すでに保障されている権利を縮小するものではないが、高齢者の権利の促進と保護に関連する欠落や制限を改善し、補完するものである。 [13:  前文において、以下のような国際労働権利条約や基準に言及するよう推奨する。 ] 


17. 包括的枠組みおよび中核的原則の項で言及したように、前文には、高齢者の多様性、世代間連帯、交差性、および第三世代の権利の台頭（持続可能な開発への権利、健康な環境への権利、気候変動と人権、人道保護）の認識も盛り込むべきである。デジタル領域における権利、ならびに人工知能やバイオテクノロジーにおける技術進歩の影響についても、前文で詳述することができる。

18. 高齢者、高齢化、エイジズム、年齢を理由とする差別、ケア付き居住、健康で活動的な高齢化、世代間連帯、交差性、および既存の条約から借用・採用される可能性のあるその他の用語の定義を明確にする必要がある。LBIは、これらの定義が単なる医療関連用語にとどまらず、人権の文脈と結びついたものであることを確保しなければならない。LBIは、虚弱さを連想させる「年寄り・老人」（elderly）ではなく、「高齢者」（older personまたはolder people）を普遍的に使用するための基準を設定することができる。

19. 国家の義務は、LBIを説明責任の基盤として確立し、各国レベルでの遵守と適用に向けた一般的な指針を伴う国際的な最低基準を規定すべきである。LBIは、司法へのアクセスに関する強力な規定など、国家および非国家双方の義務を定めるべきである。これには、無料または手頃な価格の法的支援を受ける権利、高齢者虐待事件のための専門部署の設置、および高齢者の自律を維持するための「支援付き意思決定」枠組みの採用が含まれる。

20. 実施、監視、説明責任に関して、LBIは以下の制度や仕組みを検討することができる：
a. 条約体を構成する独立専門家グループによる、各国の遵守状況の審査
b. 4年または5年ごとの定期報告
c. 国レベルの監視、報告、フォローアップでは指標を設けることができる。とくに、「草の根の状況に対する地方自治体の理解度の評価」や「高齢者による監視評議会」など地域社会に根差した監視の指標を設定できる。また、地域社会由来のデータの重要性、および中央政府の統計に加え、市民が作成したデータを公式データとして認めることなど。
d. 高齢者の権利に関する国家委員会の特定の任務に関連する、国内人権機関の役割
e. LBI および国家レベルでの実施のための資金源を含む行政上の事項
f. 国連への資金提供を含む国際協力 

IV. 結論

21. 当委員会は、人権理事会決議（HRC 58/13）を実施するために、加盟国、高齢者、市民社会組織、国内人権機関、国連機関、およびその他の関係者間の調整において、OHCHR 事務局が果たした重要な役割を認める。意見募集のプロセス、およびその後のすべての書面提出物の編集と要約は、途方もなく大きな仕事である。 

22. 当委員会などの国内人権機関は、その監視および助言の任務を通じて支援を行っている。今後の意見募集にあたっては、高齢者とのより広範で、慌ただしくなく、参加型かつ包摂的な協議を行うため、募集の発表から提出期限までの間に十分な期間を設けるよう要請する。また、委員会は今後の協議において、草の根レベルの参加者が議論をより理解しやすいよう、国連の高度に専門的な言葉や用語を平易な言葉に翻訳することを確保する。 

（翻訳・佐藤久夫、　　　　）
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